　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全社会福祉法人共通
平成30年度
社会福祉法人自主点検表
	法人
	所在地
	

	
	名称
	

	
	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	施設
	種別
	

	
	所在地
	

	
	名称
	

	
	施設長名
	

	
	電話番号
	

	
	HP
アドレス
	

	点検状況
	年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	点検者
	職名　　　　　　　氏名

	
	
	職名　　　　　　　氏名

	指導監査
当日の
立会人
	職・氏名
	職名　　　　　　　氏名

	
	
	職名　　　　　　　氏名


　　　　※太枠のみ記入し、自主点検終了後、社会福祉係へ１部、提出してください。
＜貴法人の事業区分・拠点区分・サービス区分＞
　　（貴法人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記載例）
	事業区分

	　拠点区分

	　　サービス区分

	１　社会福祉事業

	

	２　公益事業

	

	３　収益事業

	


	事業区分

	拠点区分

	　　サービス区分

	１　社会福祉事業

	（1） 特別養護老人ホーム○○園
1 本部
2 介護老人福祉施設
3 通所介護
4 指定居宅介護
（2） ○○保育所
1 保育所
2 放課後児童健全育成事業
（3） 障害者支援施設○○園
1 障害者支援施設
2 指定生活介護
3 指定自立訓練（生活訓練）
4 指定就労継続支援B型
5 指定居宅介護


	２　公益事業

	　（１）有料老人ホーム○○の里
1 有料老人ホーム


	３　収益事業

	（1） 有料老人ホーム○○の里
2 駐車場



【　記入要領及び注意事項　】

１　特に注釈のない限り、施設ごとに平成３０年３月３１日までの根拠法令等に基づき作成してください。

２　本表は各事項について自主点検を行い、その結果を「自己評価」欄の該当項目を○で囲んでください。
なお、指導監査当日は、本自主点検表をもとに聴き取りを行います。
３　該当しない事項、または前年度事例がない場合は、「自己評価」欄を　　　　で消してください。

４　各調書に類似した「着眼点」がある場合も、それぞれに記載してください。

５　回答の判断が困難な場合は、指導監査時若しくは社会福祉係に問い合わせてください。

６　「着眼点」の欄が不足するときは、別末に記載して添付してください。

７　添付資料については、Ａ４版（監査資料サイズ）に統一してください。なお、規程等について、

既に印刷物がある場合は印刷物で可とします。

８　関係のないページは記入する必要はありませんが、その場合は未記入のまま提出してください。

また、一つの項目についてページ等の関係で２枚以上になる場合のページは、枝番を付けてください。
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	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	Ⅰ　経理処理の体制

　１　職員体制等
＜関係書類＞
　辞令簿
	（１）会計責任者等の配置状況について

ア　会計責任者と出納職員は別々に任命されているか。

＊ポイント

・内部牽制上、会計責任者と出納職員は別々に任命することが望ましい。

　　イ　契約担当者が任命されているか。

＊ポイント

・契約は理事長又はその委任を受けた「契約担当者」でなければ、これをすること
ができない。

ウ　上記ア、イについて、辞令は交付されているか。

職　名

氏　　　名

任命年月日

会計責任者

出納職員

契約担当者

（２）金庫は設置されているか。

（３）預金通帳等と銀行印は別々に保管されているか。

　　　また、管理者は別々になっているか。

　　

区　分

保管場所

管理者

鍵の保管者

預金通帳等

銀行印

＊ポイント

・預金通帳等と銀行印は別々の金庫等に保管し、金庫等の鍵も別々の保管者を置く
こと


	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	　２　主要簿・補助簿
＜関係書類＞
　経理規程
　主要簿
　補助簿
	（１）経理規程に定められた主要簿や補助簿は適切に作成されているか。

＊ポイント

・総勘定元帳や補助簿が決算と一致しているか。
（主要簿）

ア　仕訳日記帳　　　　　　　ある　・　なし

イ　総勘定元帳　　　　　　　ある　・　なし

（補助簿）

ウ　現金出納帳　　　　　　　ある　・　なし

エ　預金（貯金）出納帳　　　ある　・　なし

オ　小口現金出納帳　　　　　ある　・　なし

カ　未収金台帳　　　　　　　ある　・　なし

キ　立替金台帳　　　　　　　ある　・　なし

ク　前払金台帳　　　　　　　ある　・　なし

ケ　貸付金台帳　　　　　　　ある　・　なし

コ　仮払金台帳　　　　　　　ある　・　なし

サ　固定資産管理台帳　　　　ある　・　なし

シ　リース資産管理台帳　　　ある　・　なし

ス　長期前払費用台帳　　　　ある　・　なし

セ　未払金台帳　　　　　　　ある　・　なし

ソ　預り金台帳　　　　　　　ある　・　なし

タ　借入金台帳　　　　　　　ある　・　なし

チ　基本金台帳　　　　　　　ある　・　なし

ツ　寄附金品台帳　　　　　　ある　・　なし

テ　補助金台帳　　　　　　　ある　・　なし
	いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	　３　経理監査

＜関係書類＞
　監事監査報告書
　内部経理監査報告書
　４　月次報告

＜関係書類＞
　経理規程
　月次試算表
　残高証明書
Ⅱ　予算

　１　当初予算
＜関係書類＞
　定款
　議事録
	（１）監事による経理監査は適正に行われているか。
実施日時（平成　　年　　月　　日　　　時から　　　時）

＊根拠法令等：定款例第18条、第32条
（２）内部経理監査は適切な時期に実施されているか。（前年度）

実施日時（平成　　年　　月　　日　　　時から　　　時）
実施者　（職名　　 　氏名　     　　　　　　　　）
　　　　　　　（職名　　 　氏名　　　     　　　　　　）
＊ポイント

・前年度分ではなく当年度分を監査するため、年度の中間期が望ましい。
・監事監査の前後は避けること。

・充分な時間が確保されていること。

・経理関係職員（会計責任者、出納職員、小口現金取扱者等）が実施者となること
は不可。
・現金預金のほか、金券類（切手等）の管理状況も確認すること。

（１）会計責任者は、毎月末における月次試算表（月次報告書）を作成し、
経理規程に定められた期日までに理事長に提出しているか。　

経理規程上の理事長への報告期限　翌月の（　　　　）日まで
（２）月末の預貯金残高は、取引金融機関の発行する預貯金残高証明書や
預貯金通帳等により確実に照合しているか。

残高証明書の取得頻度　　　年間（　　　　　）回
＊ポイント

・残高証明書や預貯金通帳により照合すること。
・預貯金通帳による照合の場合、その写しを試算表に添付すること。　　　　

・提出年月日（決裁年月日）を記載すること。

・予算の執行状況を含めた月次報告書の作成が望ましい。

（1） 予算は定款の定めに基づき、適正に編成され、理事会等の議決を得て
いるか。

＊ポイント

・定款で評議員会の承認を必要と定めている場合予算関係は全て評議員会の承認

が必要となる。
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない




	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	２　補正予算・ 最終
予算

＜関係書類＞
　議事録
　
  ３　予算の執行
　
	（２）当期末支払資金残高は翌年度以降の運転資金を考慮したものになって
いるか。

＊ポイント
・概ね経常支出予算額の2～3か月分

　・保育所では、当該年度の委託費収入の30％以下とすること。

（３）資金計画、借入金の償還計画は適切なものとなっているか。

（１）補正予算は、適正に編成され、理事会等の議決を得ているか。

＊ポイント
・決算時に予算不足が生じていないか。

＊根拠法令等：定款例第31条

（例）・単価改定に伴う補正予算

・勘定科目の大区分における予算不足に伴う補正予算

（２）年度末日（３月３１日）以降に補正予算を編成していないか。
（３）予備費の計上額は適正な範囲内となっているか。
＊ポイント
・過大な金額となっていないか。

（１）決算額が最終予算額を上回る勘定科目（大区分）はないか。
「ある」の場合、予算額を上回った勘定科目（大区分）の合計は予備
費の範囲内となっているか。

＊ポイント
・大区分での予備費を上回る予算不足は補正予算が必要。

（２）同一拠点区分（またはサービス区分）内の中区分勘定科目間の予算流
用及び予備費の使用は、事前に理事長の承認を得る等適切に処理されて
いるか。

＊ポイント

・予算の流用等は理事長専決が可能。ただし専決規程にその範囲を定める必要がある。

・予算の流用の範囲は同一拠点区分（またはサービス区分）内の中区分の勘定科目間
とすることが望ましい。なお、特別養護老人ホームにおいては、予算の科目間流用は
中区分までに限る。

＊根拠法令等：特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について

（H12.3.10老発第188号）第2の3の(2)
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いない・いる

いる・いない

ない・ある

いる・いない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	Ⅲ　経理及び決算

  １　計算書類
＜関係書類＞
　計算書類
　付属明細書
　財産目録
　議事録
　残高証明書
　

	（１）計算書類は、適正に作成されているか。　　　　　　　いる　・　いない

　　　・資金収支計算書（第１号第１様式）　　　　　　　　ある　・　なし

　　　・資金収支内訳表（第１号第２様式）　　　　　　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※事業区分が社会福祉事業のみ、拠点が１つの法人は省略可
　　　・事業区分資金収支内訳表（第１号第３様式）　　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※拠点が１つの法人は省略可

　　　・拠点区分資金収支計算書（第１号第４様式）　　　　ある　・　なし

・事業活動計算書（第２号第１様式）　　　　　　　　ある　・　なし

・事業活動内訳表（第２号第２様式）　　　　　　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※事業区分が社会福祉事業のみ、拠点が１つの法人は省略可
・事業区分事業活動内訳表（第２号第３様式）　　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※拠点が１つの法人は省略可

・拠点区分事業活動計算書（第２号第４様式）　　　　ある　・　なし

・貸借対照表（第３号第１様式）　　　　　　　　　　ある　・　なし

・貸借対照表内訳表（第３号第２様式）　　　　　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※事業区分が社会福祉事業のみ、拠点が１つの法人は省略可
・事業区分貸借対照表内訳表（第３号第３様式）　　　ある　・　なし　・　省略

　　　　※拠点が１つの法人は省略可
・拠点区分貸借対照表（第３号第４様式）　　　　　　ある　・　なし



	
	（２）収入及び支出は、適正な事業区分、拠点区分、サービス区分に計上され

ているか。

（３）経費の支出に当たっては、決裁が行われているか。

（４）経費の支払いは、口座振替を原則としているか。

（５）一切の支出について記帳され、請求書、領収書等の証ひょう書類は、

整備保存されているか。
（６）計算書類は、理事会の承認を得ているか。

（７）計算書類は、評議員会の承認を得ているか。
（８）簿外にしている取引等はないか。


	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
いる・いない

いる・いない

ある・ない




	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	　
２　貸借対照表
＜関係書類＞
　貸借対照表

経理規程

	（１）拠点区分ごとに作成されているか。
（２）「前年度末」の金額は、前年度貸借対照表の「当年度末」の金額と
一致しているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊ポイント

・貸借対照表は継続するものであることから、「前年度末」の金額は必ず前年度末
の貸借対照表の額と一致していなければならない。

　　　
（３）「資産の部合計」と「負債及び純資産の部合計」は一致しているか。

（４）「流動資産」から「流動負債」を引いた額（Ａ）と資金収支計算書の
「当期末支払資金残高」（Ｂ）は一致しているか。

※一定の項目を除く

流動資産の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
棚卸資産（貯蔵品を除く）　　　－　　　　　　　　　　円
１年基準により固定資産から振替えられたもの
－　　　　　　　　　　円
流動負債の額　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　円
１年基準により固定負債から振替えられたもの

＋　　　　　　　　　　円
引当金の額　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　円
　計　　　　　　　　　　　　円（Ａ）

※資金収支計算書の当期末支払資金残高

　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｂ）

（５）現金預金及び各種積立資産

ア　金融機関との取引は、理事長名で行われているか。

イ　収入した金銭は直接支出に充てることなく、経理規程に定められた
期間内に金融機関に預け入れているか。

経理規程に定める預け入れ期限（　　　　　日以内）
ウ　裏書きのある預金証書はないか。

	いる・いない
いる・いない

　　　　
いる・いない

いる・いない
いる・いない

いる・いない

　　　　
　　　　
ない・ある


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞

　辞令簿
　小口現金出納帳
　現金出納帳
　預貯金通帳
　残高証明書
	　　エ　小口現金（緊急かつ少額の経費の支払を行うための現金であり、定期
的な支払に要するものを除く）があるか。　

「ある」の場合、

(ｱ) 小口現金取扱者が決まっているか。

職　　名

　

氏　　名

　

任命年月日

年　　月　　日

(ｲ) 小口現金出納帳を整備しているか。

(ｳ) 経理規程に定める限度額内となっているか。

保有限度額

                       円

(ｴ) 小口現金の支払い対象経費は、経理規程に定める範囲内となってい
るか。

＊ポイント
・1件1万円を超える支出や小口現金支払いとして不適当な経費を安易に小口現金
払いとしていないこと。

(ｵ) 貸借対照表の現金の額は現金出納帳・小口現金出納帳の年度末の残
額と一致しているか。
＊ポイント
・3月末に利用料等の入金があり、年度末までに預金口座に入金できなかった
場合は一致しない。
オ　流動資産の現金預金額と固定資産の積立資産の額の合計額は、年度末
日（３月３１日）の全ての預貯金の残高証明の合計額と一致しているか。
　貸借対照表の流動資産現金預金額　　　　　　　　　　円　(A)

　　　　貸借対照表の固定資産積立預金額　　　　　　　　　　円　(B)

Ａ＋Ｂ　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　円
　　　　残高証明の合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　※一致していない場合、理由を記入すること。

　　　　（例）小口現金　○○○円があったため

	ある・ない
いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価


	＜関係書類＞
　有価証券台帳
　議事録
　未収金台帳
　在庫管理表

受払簿
	カ　全ての預貯金について、金融機関の発行する残高証明書を徴している
か。

（６）流動資産

ア　「有価証券」の計上があるか。
「ある」の場合

(ｱ) 有価証券は安全かつ換金自由なものであるか。

(ｲ) 元本割れが生じているものはないか。

(ｳ) 株式等による管理運用は、定款変更し、理事会の議決を経ているか。

(ｴ) 有価証券台帳と一致しているか。

(ｵ) 適切な価額の決定を行っているか。

＊ポイント

・満期保有目的の債券：債券金額より低い又は高い価額で取得した場合、差額の
性格が金利の調整と認められるときは償却原価法、それ以外は取得価額

・満期保有目的の債券以外の有価証券：市場価格があるものは期末時価、市場価値
がないものは取得価格
イ　「事業未収金」、「未収金」、「未収補助金」、「未収収益」に計上漏れは
ないか。
(ｱ) 未収の種類に応じて適切な科目で処理しているか。
(ｲ) 未収金台帳等と一致しているか。

ウ　「貯蔵品」等の計上があるか。

「ある」の場合
(ｱ) 貯蔵品等は、経理規程に基づき、適正な棚卸しを行い、計上されて
いるか。

(ｲ) 資産価値のないものが計上されていないか。
(ｳ) 在庫管理表や受払簿と一致しているか。
	いる・いない

ある・ない
ある・ない

ない・ある

いる・いない

いる・いない

いる・いない

　　　　
ない・ある

いる・いない

いる・いない

ある・ない
いる・いない

いない・いる

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　立替金台帳
　貸付金台帳
　
	エ　「立替金」や「仮払金」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 仮払金を年度中に正当な勘定科目へ振り替えできなかった理由は
何か。その理由を記入すること。

(ｲ) 立替金台帳、仮払金台帳と一致しているか。

オ　「前払金」の計上があるか。

「ある」の場合、前払金台帳と一致しているか。
カ　「前払費用」の計上があるか。

「ある」の場合、一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場
合の前払いは、前払費用に計上しているか。

キ　「徴収不能引当金」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 適切な方法で計上しているか。

(ｲ) 計上額は適当であるか。

＊ポイント

・計算書類に対する注記にも記載すること。

ク「短期貸付金」の計上があるか。

｢ある｣の場合

(ｱ) 貸付期間は貸借対照表日の翌日から起算して１年以内であるか。

(ｲ) 貸付金台帳と一致しているか。

ケ　｢その他の流動資産｣の計上があるか。

「ある」の場合、内容は何か。


	ある・ない
いる・いない

ある・ない

いる・いない

ある・ない

いる・いない

ある・ない
いる・いない

ある・ない

ある・ない
ある・ない

いる・いない

ある・ない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　定款

　固定資産管理台帳
　基本財産及びその他の固定資産の明細書
	（７）基本財産

ア　「基本財産」に計上された固定資産は、定款上の基本財産と一致して
いるか。

イ　減価償却は適正に行われているか。

ウ　固定資産管理台帳及び基本財産及びその他の固定資産の明細書
と一致しているか。

エ　「定期預金」、「投資有価証券」の計上があるか。

「ある」の場合、定款に記載された額と一致しているか。

＊ポイント

・基本財産であり、取り崩しには理事会及び評議員会の承認を得たうえで所轄庁の
承認が必要。

（８）その他の固定資産

ア　「建物」、｢構築物｣、「機械及び装置」、「車輌運搬具」、「器具及び備品」、
「土地」及び「無形固定資産」については、固定資産管理台帳及び基本
財産及びその他の固定資産の明細書と一致しているか。

(ｱ) 減価償却は適正に行われているか。

(ｲ) 所在不明のものや資産価値のないもの（使用できないもの等）が
計上されていないか。

(ｳ) 資産の時価が著しく下落（帳簿価額が概ね50％を超えて下落）し
ているものがあるか。

＊ポイント

・帳簿価額が概ね50％を超えて下落している場合、時価評価を行うこと。

イ　２ヵ年に渡る施設整備事業等による「建設仮勘定」の計上があるか。

「ある」の場合、一部完成引き渡しを受けた建築物に係る経費は、
該当勘定科目（「建物」や「構築物」）に振り替えているか。
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

ある・ない
いる・いない

いる・いない

いる・いない
いない・いる
ない・ある
ある・ない
いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	　
	ウ　「有形リース資産」の計上があるか。

(ｱ) １件のリース料総額が３００万円を超え、リース期間が１年を超え
る契約はもれなく計上されているか。

(ｲ) リース料総額から利息相当額を控除し、各期に配分しているか。

＊ポイント

・重要性が乏しいと認められる場合は、利息相当額を控除しないこともできる。

エ　「投資有価証券」の計上があるか。

＊ポイント

・満期保有目的の債券：債券金額より低い又は高い価額で取得した場合、差額の
性格が金利の調整と認められるときは償却原価法、それ以外は取得価額

・満期保有目的の債券以外の有価証券：市場価値があるものは期末時価、市場価値
がないものは取得価額

オ　「○○積立資産」の計上があるか。

「ある」の場合、純資産の部の「その他の積立金」の額と一致してい
るか。

カ　「長期前払費用」の計上があるか。

前払費用のうち貸借対照表日の翌日から起算して、１年を超えて費用
化されるものをもれなく計上しているか。

キ　「その他の固定資産」の計上があるか。

「ある」の場合、内容は何か。


	ある・ない
いる・いない
いる・いない
ある・ない
　　　　
ある・ない

いる・いない

ある・ない

いる・いない

ある・ない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　借入金明細書
　未払金台帳
　未払費用台帳
　
	（９）　流動負債

ア　「短期運営資金借入金」の計上があるか。

｢ある｣の場合

(ｱ) 支払期限が貸借対照表日の翌日から起算して１年以内であるか。

(ｲ) 借入金明細書と一致しているか。

(ｳ) 理事会の承認を得ているか。

イ　「事業未払金」、「その他の未払金」の計上があるか。

(ｱ) 未払の種類に応じて適切な科目で処理しているか。

(ｲ) 未払金台帳等と一致しているか。

ウ　「１年以内返済予定設備資金借入金」の計上があるか。

設備資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して、１年以内
に支払いの期限が到来するものの計上漏れはないか。

エ　「１年以内返済予定長期運営資金借入金」の計上があるか。

長期運営資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して、1年
以内に支払いの期限が到来するものの計上漏れはないか。

オ　「１年以内返済予定リース債務」の計上があるか。

リース債務のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に、支
払いの期限が到来するものの計上漏れはないか。

カ　「未払費用」の計上があるか。
（例）賃金、支払利息、賃借料等

未払費用台帳と一致しているか。

キ　「預り金」の計上があるか。

ク　「職員預り金」の計上があるか。
｢ある｣の場合
(ｱ) 源泉徴収税は翌月１０日までに全額支払っているか。
(ｲ) 住民税の預り金は納期限までに支払われているか。
	ある・ない

ある・ない

いる・いない

いる・いない

ある・ない

いる・いない

いる・いない

ある・ない
ない・ある

ある・ない
ない・ある

ある・ない
ない・ある

ある・ない
いる・いない

ある・ない
ある・ない
いる・いない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　預り金台帳
　仮受金台帳
　
	(ｳ) 社会保険料は納期限までに支払われているか。

支払方法：（　　）口座引落し　（　　）銀行振込み

(ｴ) 預り金台帳と一致しているか。

(ｵ) 不納付加算税や督促料、延滞金が発生していないか。

ケ　「前受金」の計上があるか。

コ　「前受収益」の計上があるか。

サ　「仮受金」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 仮受金を年度中に正当な勘定科目への振替えが出来なかった理由
は何か。

(ｲ) 仮受金台帳と一致しているか。

シ　「賞与引当金」の計上があるか。

｢ある｣の場合、適切な計上となっているか。
ス　「その他の流動負債」の計上があるか。
「ある」の場合、内容は何か。

（１０）　固定負債

ア　｢設備資金借入金｣や「長期運営資金借入金」があるか。

(ｱ) ｢ある｣の場合、借入金明細書と一致しているか。

(ｲ) 新規借入の場合、理事会の承認を得ているか。
	いる・いない

いる・いない

いない・いる

ある・ない
ある・ない
ある・ない

いる・いない

ある・ない

いる・いない

ある・ない

ある・ない

いる・いない

いる・いない
・該当なし


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　基本金明細書
　国庫補助金等特別積立金明細書
　
	イ　「リース債務」の計上があるか。

ウ　他の長期借入金があるか。

「ある」の場合、（　　　　　　　）長期借入金

エ　「退職給付引当金」の計上があるか。

「ある」の場合で、県社協の退職共済に加入している法人（施設）

の引当金計上基準について、下記の該当するものに○印をつけること。

（　　）　約定の金額

（　　）　期末退職金要支給額

（　　）　掛金累計額（法人負担分）

オ　「長期預り金」の計上があるか。

軽費老人ホーム等における入居者からの管理費等預り額であり、支払
資金口座とは別に管理されているか。

（１１）基本金

ア　「基本金」は基本金明細書と一致しているか。

（１２）国庫補助金等特別積立金

ア　減価償却や固定資産の処分に伴う取り崩しは適切に行われているか。

イ　国庫補助金等特別積立金明細書と一致しているか。

ウ　施設ごとに振り分けられて経理されているか。
エ　移行時に、平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産に係る分を
調整しているか。

オ　償還金補助金を受領している場合、計上しているか。
＊ポイント（移行時）

・上記エ、オについては、既に新基準と同じ取り扱いや、重要性が乏しいと法人が
判断した場合は、調整不要。
	ある・ない
ある・ない
ある・ない

ある・ない
いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
・該当なし

いる・いない
・該当なし


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　注記
　請求書
　領収書

	（１３）その他の積立金

ア　「その他の積立金」の計上があるか。

「ある」の場合、積立の目的を示す名称を付した科目となっているか。

＊ポイント

・措置費支弁対象施設等については、その他の積立金の種別が決められている。

（措置費支弁対象施設）

・人件費積立金、施設整備等積立金

（保育所）

・人件費積立金、修繕積立金、備品等購入積立金、保育所施設・設備整備積立金
または

・人件費積立金、保育所施設・設備整備積立金
＊根拠法令等

・社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について

（H16.3.12雇児、社援、老発第0312001号通知）

・子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費
の経理等について（H27.9.3府子本第254号 雇児発0903第6号）
（１４）「次期繰越活動増減差額」は事業活動計算書の「次期繰越活動増減差
額」と一致しているか。

（１５）計算書類に対する注記は適切に記載されているか。

＊ポイント

・法人全体で15項目、拠点区分で12項目。

・拠点が1つの法人の場合、拠点区分の注記を省略できる。

・該当がない項目も(1)、(3)、(9)、(10)を除き省略できない。


	ある・ない
いる・いない

いる・いない

いる・いない



	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	３　資金収支計算書
＜関係書類＞
寄付金台帳
　寄附申込書
　領収書
	（１）事業活動による収支

ア　当該年度以前に係る収入が計上されていないか。

「いる」の場合、当該年度に係る収入と当該年度以前に係る収入は区分
して計上しているか。

イ　事業活動に対する補助金収入があるか。

「ある」の場合、保育所に対する一時預り事業や延長保育事業補助金で
あれば、（大区分）保育事業収入、（中区分）その他の事業収入、（小区分）
補助金事業収入に計上されているか。
「ある」の場合
　(ｱ) 補助金事業等収益明細書と一致しているか。
ウ　「経常経費寄附金収入」の計上があるか。

「ある」の場合
(ｱ) 施設整備や設備整備に係る寄附金（施設整備や設備整備に係る借入
金の償還に充てることを目的とした寄附金を含む。）が含まれていな
いか。

(ｲ) 寄附金台帳や寄附申込書と一致しているか。

(ｳ) 領収書は連番で発行され、領収書の控えは整備保存されているか。

(ｴ) 入所者及びその家族、施設の職員、取引業者からの寄附がないか。

＊ポイント

・利害関係者からの寄附金は好ましくない。

・寄附の強要は禁じられている。

・寄附物品については、原則、取得時の時価により寄附金収入として計上すること。

エ　「その他の収入」の計上があるか。

「ある」の場合、適切な中区分を設けているか。

＊ポイント

・研修受け入れ・・・受入研修費収入

※施設サービス区分で受け入れること

・職員給食費・・・・利用者等外給食費収入

・その他・・・・・・雑収入
	いない・いる
いる・いない

ある・ない

いる・いない

いる・いない
ある・ない
いない・いる
いる・いない

いる・いない
ない・ある

　　　　
ある・ない
いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	
	オ　事務費と事業費と科目について

事務費に「水道光熱費支出」、「燃料費支出」、「賃借料支出」、「保険料
支出」の計上があるか。

＊ポイント
・上記の科目は原則、事業費にのみ計上できる。ただし、措置施設、保育所で弾力
運用が認められないケースを除く。

カ　拠点区分間もしくはサービス区分間で按分すべき共通支出について
は、会計基準通知別添１による等、実態に即した合理的な配分方法とな
っているか。

按分の方法については、文書等で明確にしているか。

＊根拠法令等：課長通知13
キ　支出経費に社会福祉法人が支出することができない経費や個人的な
経費が含まれていないか。

ク　事業費「保険料支出」の計上があるか。

「ある」の場合、

(ｱ) 利用者に対する生命保険料及び損害保険料以外のものが含まれて
いないか。

(ｲ) 利用者に係る損害保険の給付対象となる場合は、全て請求手続きを
行っているか。

ケ　「修繕費支出」に固定資産取得や施設整備に該当する資本的支出が含
まれていないか。

（２）施設整備等による収支

ア　「施設整備等補助金収入」の計上があるか。

(ｱ) 「ある」の場合、当該収入は固定資産取得支出として支出されてい
るか。

(ｲ) 「いない」の場合、理由は何か。


	ある・ない
いる・いない

いる・いない
いない・いる
ある・ない

いない・いる

いる・いない
いない・いる

ある・ない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　固定資産管理台帳
　固定資産増減明細表
　入札（見積）執行調書等関係書類
　契約書
　請書

	イ　「施設整備等寄附金収入」の計上があるか。

(ｱ) 「ある」の場合、当該収入は固定資産取得支出として支出されてい
るか。

(ｲ) 「いない」の場合、理由は何か。

ウ　固定資産売却収入があるか。

「ある」の場合、

(ｱ) 固定資産の処分は理事長又は理事会の承認を得ているか。

(ｲ) 国庫補助金等で取得した固定資産（増改築を含む）を処分制限期間
内に事前協議なく処分していないか。

エ　「固定資産取得支出」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 固定資産増減明細表及び固定資産管理台帳と一致しているか。

(ｲ) １件の契約金額が１０万円を超える工事、物品の購入については、

２社以上の見積書を徴する等、経理規程に基づき適正に実施されて
いるか。

(ｳ) 競争入札に当たっては、適正に予定価格を設定しているか。

＊根拠法令等

・「社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて」（H29.3.29付雇児総発0329第1号、社援基発0329第1号、障企発0329第1号、老高発0329第3号）
オ　契約は、理事長又はその委任を受けた契約担当者以外の者が行って
いないか。

カ　入札を行う際に、理事及び監事等が立ち会っているか。

キ　入札（見積）執行調書等関係書類は適切に整理・保存されているか。

また、契約書や請書は経理規程に基づき、適切に徴収されているか。
	ある・ない
いる・いない

ある・ない
いる・いない

いない・いる
ある・ない
いる・いない
　　　　
いる・いない

・該当なし
いない・いる

・該当なし
いない・いる
いる・いない

いる・いない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　議事録

　
	ク　入札（見積）参加業者の選定や契約業者の決定等は決裁権者の決裁
を経て行われているか。

また、書類として整理されているか。

ケ　保育所において、固定資産となる美術品等の取得はないか。

（３）その他の活動による収支

ア　「長期運営資金借入金収入」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 当該借入は、理事会の承認を得ているか。

(ｲ) 当該借入は、事業運営上の必要によるものであるか。

(ｳ) 借入期間は１年以上であるか。

イ　「積立資産取崩収入」の計上があるか。

「ある」の場合、当該取崩は理事会の承認を得ているか。

ウ　「事業区分（拠点区分）間繰入金支出」の計上があるか。

＊ポイント

・法人全体では「事業区分（拠点区分）間繰入金収入」と「事業区分（拠点区分）
間繰入金支出」は一致する。
「ある」の場合

(ｱ) 特別養護老人ホームや障害者支援施設等から他の社会福祉事業や
公益事業へ繰り入れた結果、事業活動資金収支差額及び当期資金収
支差額に資金不足が生じていないか。

(ｲ) 特別養護老人ホームから介護保険法第２３条の居宅サービス事業
等へ繰り入れた結果、または障害者支援施設等から障害者支援施設等
へ繰り入れた結果、当期末支払資金残高に資金不足が生じていない
か。

(ｳ) 社会福祉事業に係わる収入を収益事業へ繰り入れていないか。
	いる・いない

いる・いない

ない・ある
ある・ない
いる・いない

ある・ない
ある・ない
ある・ない
いる・いない
・該当なし

ある・ない
いない・いる
いない・いる
いない・いる


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	４　事業活動計算書
＜関係書類＞
　国庫補助金等特別積立金明細書
	＊ポイント


◎特別養護老人ホームの介護報酬や指定障害者支援施設等の自立支援給付費を

原資とする資金繰入れの条件
事業活動資金収支差額に資金残高が生じ、かつ、当期資金収支差額合計に

資金不足を生じない範囲で繰入れ可。

ただし、以下の繰入については、当期末支払資金残高に資金不足が生じな
い範囲で繰入れ可。

・特別養護老人ホーム：介護保険法第23条に規定する居宅サービス事業等

への資金繰入

・指定障害者支援施設等：指定障害者支援施設等への資金繰入
・特別養護老人ホームは介護報酬を収益事業に繰り入れることはできない。

・指定障害者支援施設等は自立支援給付費を収益事業に繰り入れることはできない。

＊根拠法令等

・障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いについて

（H18.10.18障発第1018003号第2の3(1)

・特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について（H12.3.10老

発第188号）第2の2(1)及び3の(1)
エ　支出の部の「積立資産支出」から当該「積立資産取崩収入」を控除し
た額と貸借対照表の純資産の部の「その他の積立金」の増減額が一致し
ているか。

(ｱ) 「積立資産支出」の計上があるか。

「ある｣の場合、当該積立は、理事会の承認を得ているか。

（１）サービス活動増減の部

ア　「国庫補助金等特別積立金取崩額」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 固定資産の処分に伴う国庫補助金等特別積立金の取崩額の計上は
ないか。

＊ポイント

・処分に伴う取り崩しは特別増減の部に計上する。

(ｲ) 取崩額の計算は適切であるか。
(ｳ) 国庫補助金等特別積立金明細書と一致しているか。
	いる・いない

ある・ない
いる・いない
ある・ない
ない・ある

ある・ない
いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　固定資産管理台帳
　寄付金台帳
　寄附金収益明細書
	イ　「減価償却費」の計上があるか。

(ｱ) 固定資産管理台帳と一致しているか。

(ｲ) 残存価額の設定や償却方法等減価償却の計算は適切に行っている
か。

（２）サービス活動外増減の部

ア　職員及び来訪者に給食を提供しているか。

「いる」の場合、「その他のサービス活動外収益（費用）」に「利用者
等外給食収益（費）」等の中区分を設けているか。

イ　研修謝礼等、研修の受け入れに対する収入があるか。

(ｱ) 「ある」の場合、「その他のサービス活動外収益」に「受入研修費
収益」等の中区分を設けているか。

(ｲ) 施設サービス区分で受け入れているか。

（３）特別増減の部

ア　「施設整備等補助金収益」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 同額が「国庫補助金等特別積立金積立額」として計上されているか。

(ｲ) 設備資金借入金元金償還に対する補助金がある場合、適切に計上さ
れているか。

イ　「施設整備等寄附金収益」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 同額が「基本金組入額」として計上されているか。

(ｲ) 寄附金台帳、寄附金収益明細書と一致しているか。

ウ　「固定資産売却益」、「固定資産売却損・処分損」の計上があるか。

「ある」の場合

固定資産の処分は、定款等の定めにより手続きを行っているか。
	ある・ない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
いる・いない
ある・ない

いる・いない

いる・いない

ある・ない

いる・いない

いる・いない
ある・ない

いる・いない
いる・いない
ある・ない

いる・いない


	主　眼　事　項
	着　眼　点　・　根　拠　法　令　等
	自 己 評 価

	＜関係書類＞
　国庫補助金等特別積立金明細書
５　計算書類等の公表

	エ　「国庫補助金等特別積立金積立額」の計上があるか。

「ある」の場合

(ｱ) 固定資産以外の備品、消耗品の取得に対する補助金、助成金、交付
金等も計上しているか。

＊ポイント

・固定資産の取得に限定していない。

(1) 国庫補助金等特別積立金明細書と一致しているか。
（１）計算書類の公表をインターネットの利用により行っているか。

「いる」の場合、該当するものに（○）
　　　　（　　）法人のホームページ

　　　　（　　）財務諸表等開示システム

　　　　（　　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（2） 財産目録、計算書類などを事務所に備え置き、正当な理由がある
場合を除き、請求に基づいて閲覧に供しているか。

ア　従たる事務所においても、同様に行っているか。


	ある・ない
いる・いない

いる・いない
いる・いない
いる・いない

いる・いない
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